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補償コンサルタント業務の環境の改善について（依頼）

標記に関しては、平成３０年６月に「働き方改革関連法」が成立し、平成３

１年４月から施行されましたが、補償コンサルタント業は、土木関係建設コン

サルタント業等と同様に、労働時間に関する基準の適用上「サービス業」に位

置づけられ、残業時間の罰則付き上限規制が適用されることから、働き方改革

への取組が急務となっています。

また、補償コンサルタント業務の環境改善は、業務の品質向上による適正な

補償と円満な用地取得の実現の観点からも必要であるとともに、ひいては、発

注者側としても働き方改革につながるものであります。

このため、今般、補償コンサルタント業務の環境を改善し、業務のより一層

の円滑な実施と品質向上を図ることを目的として、関東地方整備局用地部と（一

社）日本補償コンサルタント協会関東支部との間で、「令和元年度以降におい

て補償コンサルタント業務の環境改善に向けて重点的に取り組む方策」（別紙）

について合意しました。今後は、これを基に、補償コンサルタント業務の環境

改善に努めていただくようお願いいたします。



（別紙）


